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令和元年 11月 13日に報告された第 22回医療経済実態調査によると、病院の損益差額率

は、一般病院で▲2.7％となった。医療法人では病院長給与を引き下げたものの、チーム医

療が進む中で職員数が増加し、給与費率は横ばいであった。また、医療法人の 3分の 1が 

赤字であった。 

急性期一般入院料 1は、医業収益（収入）が若干増加したが、その他は横ばいであり、 

急性期一般入院料 1も含めて、急性期一般入院料及び地域一般入院料の損益差額率はほとん

ど改善していない。 

療養病棟入院基本料 1（医療区分 2・3の該当患者割合 8割以上）に比べて、療養病棟入

院基本料 2（同 5割以上）は、医業収益（収入）の伸びが低く、国公立以外では損益差額率

が低下した。 

精神科病院は、一般病院に比べて医業収益（収入）の伸びが小さく、損益差額率も水面上

ぎりぎりのままであった。 

一般診療所は、医業収益（収入）が横ばいであった。医療法人は院長給与を引き下げたも

のの看護補助職員等の増加により、入院収益なしの損益差額率は横ばいであった。入院収益

あり（有床診療所）は、医業収益（収入）の減少が影響して損益差額率が低下した。また、

一般診療所（医療法人）の 3分の 1が赤字であった。 

一般診療所の損益差額率が一般病院よりも高いという指摘もあるが、一般診療所と一般病

院は損益差額の計算式が異なるので、単純に比較できない。また、医療法人の損益差額の絶

対額は一般病院 52,903 千円、一般診療所 10,409 千円である。 

在宅療養支援診療所（在支診）では、医業収益（収入）は伸びたが、給与費をまかないき

れず、在支診以外と比べて損益差額率が低い。 

一般病院では、看護職員、医療技術員等が増加しているが、医療法人の 1人当たり給与費

は、国公立に比べて 100万円前後かそれ以上低く、タスクシフティングに向けた多職種の採

用が難しい。また、減価償却費と設備関係費の合計の比率は、どの開設者でも低下してお

り、設備関係コストが抑制されていることがうかがえる。 
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平成 30年度診療報酬改定を踏まえた個人立歯科診療所の直近 2事業年の保険診療収益は

0.16％にとどまっていた。診療報酬改定率＋0.69％に対し、その増加率は小さく、歯科医療

機関の約 8割を占め、地域歯科医療を担う個人立歯科医療機関の経営は依然として厳しい状

況が続いている。 

平成 30年度は前年度と比較し、歯科診療材料費の増加は 1.5％と大きく、その他の医業費

用など医療経費等が増えている可能性が示唆された。歯科医療の特殊性から従来より院内感

染防止対策の推進・充実を図ってきたところであるが、機器の修繕整備、消耗材料等のコス

トは存在し、今後も経費率を押し上げる要因になる可能性がある。 

これまで繰り返し指摘している通り、既に経営努力や経費削減努力は明らかに限界に達し

ている。安全安心を前提とした歯科医療提供体制の根幹を揺るがしかねない状況であり、加

えて求められている歯科医療、口腔健康管理の充実を図るためには、迅速かつ抜本的な対応

が求められる。 

 

保険薬局の損益状況については、個人立・法人立ともに、保険調剤収益の減少及び給与費

の増加の影響により損益差額・率は悪化しており（個人：▲1.0％、法人：▲1.4％）、厳しい

経営状況となっている。 

 後発医薬品の調剤割合の増加や薬価改定（引き下げ）の影響により、医薬品等費の費用は

圧縮傾向にあるものの、医薬品の備蓄品目数の増加や対人業務の充実のための人員増に伴

い、医薬品の管理コストや人件費は増加している。 

 同一グループにおける店舗数別でみても、店舗数の規模にかかわらずいずれも損益差額率

は悪化しており、特に地域の医薬品供給の中核を担う小規模な薬局の損益差額率は、1～2％

程度しかなく、経営基盤が極めて脆弱である。また、1施設あたりの固定負債額等を考慮す

ると極めて厳しい経営状況で、このままの状況が続けば、今後の地域の医薬品供給に支障を

きたすことになりかねない。 

 

以上みてきたように、今回の医療経済実態調査結果から、医療機関等は総じて横ばいの経

営状況となったことが示された。 

わが国においては、政府全体の取組として、一億総活躍社会の実現を目指す最大のチャレ

ンジとして、働き方改革が掲げられている。医師の働き方改革を実現するためには、タスク

シェア／タスクシフトやチーム医療の強化とともに、そのための人員確保は喫緊の課題とな

っている。また、国民のニーズは多様化しており、きめ細かい医療サービスを提供するため

にも、多職種の人員を確保することが重要である。 

しかし、足下の賃金動向をみると、他産業に比べて医療分野の賃金の伸びは低く、看護補

助職員等の人材確保も難しくなっている状況にある。 

このような状況が続けば、医療従事者の確保に困難を来たし、医療サービスの質の低下を招

く恐れがあるばかりか、医療技術の進歩などによる医療の質の向上にも対応ができないと考

える。 
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                             令和元年 11 月 27 日 

                       公益社団法人 日本歯科医師会 

 

第 22 回 中医協・医療経済実態調査結果 

（個人立歯科診療所）に対する見解 

 

 

歯科医療機関に占める個人立歯科診療所割合は 78.2％（平成 30 年）で

あり、従来からこの個人立歯科診療所が地域における歯科医療提供の中心

的役割を果たしている。その個人立歯科診療所における直近 2 事業年結果

（平成 29 年、30 年）では、医業・介護収益はわずか 0.6％の増加にとど

まっている（図 1）。 

平成 30 年度診療報酬改定において歯科診療報酬本体は＋0.69％であっ

たが、個人立歯科診療所における平成 30 年度の保険診療収益は平成 29 年

度と比較して、0.16％増にとどまっており、また、法人歯科医療機関等と

比較しても、伸び率は低くなっている。 

平成 20 年以降における保険診療収益をみても、依然として低い水準で

ある（図 2）。概算医療費を用いて１歯科医療機関当たりの年間保険診療

医療費額と個人立歯科診療所の保険診療収益の比較（図 3）の結果より、

法人歯科医療機関等と個人立歯科診療所の保険収益格差は年々増大して

いることが示唆された。また、1981 年を 100 とした消費者物価指数は 30％

増であるのに対し、個人立歯科診療所の損益差額はマイナス 37％となっ

ており（図 4）、長期に亘る経済的ダメージの蓄積も含め、地域歯科医療

を担う個人立歯科診療所の経営状況は厳しい状況が続いている。 

近年、医療技術や医療機器の進歩や安全対策、感染対策のニーズに伴い、

小規模な歯科医療機関に求められる設備投資や研修の対応等の負担も増

えてきている。平成 30 年度診療報酬改定において、院内感染防止対策が

強化され、初再診料の評価を行ったところであるが、歯科診療材料費の増

加が 1.5％増と大きく、その他の医業費用を含め医療経費が増えている可

能性が示唆された（図 5）。個人立歯科診療所における経営状況は、これ

まで繰り返し指摘している通り、既に経営努力や経費削減努力が明らかに

限界に達している。安全安心を前提とした歯科医療提供体制の根幹を揺る

がしかねない状況であり、加えて求められている歯科医療、口腔健康管理

の充実を図るために、速やかで大胆な対応が求められる。 
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図 1．個人立歯科診療所の医業・介護収益・費用および損益差額 

（H29，H30）(n=481) 

 

 

図 2．個人立歯科診療所の保険診療収益および損益差額の経年推移 
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図 3．個人立歯科診療所の保険診療収益と概算医療費より算出した 

１医療機関当たりの入院外歯科医療費＊の経年推移 

＊概算医療費の１か月歯科診療所医療費を施設数で除した値 

 

図４．個人立歯科診療所損益差額と消費者物価指数の推移 
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図 5．個人立歯科診療所における医業・介護費用の内訳（H29 ,H30） 
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